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基本設定（ごみ減量効果の見込み） 

H26～     雑がみ分別全市展開 
         業者収集ごみ搬入手数料改定 等 

施 策 
H28～H32の減量効果（万トン） 

市受入量 処理処分量 

新
た
な
制
度
・
仕
組
み
の
創
設 

家
庭
ご
み 

○家庭ごみの分別促進策（雑がみ分別実施率向上） △0.7 △0.7 

○家庭ごみの分別促進策（プラスチック製容器包装分別実施率向上） － △0.4 

○古着，剪定枝等の分別拡大 △0.3 △0.3 

家庭ごみ 計 △1.0 △1.4 

事
業
ご
み 

○事業ごみの分別促進策（産廃の資源物である缶・びん・ペットボトル，プラスチック類） 
※ 処理処分量と市受入量の差の△0.5万トンは，業者収集マンションのプラスチック製容器包装分別実 
 施率向上による効果 

△1.0 △1.5 

○事業ごみの分別促進策（資源化可能な紙ごみ） △2.0 △2.0 

○持込ごみ（木質ごみ）の民間リサイクル施設への誘導 △0.5 △0.5 

事業ごみ 計 △3.5 △4.0 

事
業
ご
み 

家
庭
ご
み 

○南部クリーンセンター第二工場に併設するバイオガス化施設による焼却量の削減 － △1.1 

強
化 

啓
発 

○２Ｒ促進策等（条例改正，地域の取組強化等により，食品ロスや，容器包装，電池等の削減に関する
ＰＲ施策を一層推進） 
→ 減量意識の底上げと定着 
 ⇒啓発による近年の平均的な削減実績△0.3万トン／年が，条例改正等によりさらに5年間効果継続 

△1.5＋△α △1.5＋△α 

合計 △6.0＋△α △8.0＋△α 

            市受入量 △2.2万トン 
処理処分量（焼却・埋立量）   △2.2万トン  

※処理処分量 
 市受入量から，缶・びん・ペットボトル等の市による資源化量を差し引いた量。 

H25      市受入量      47.2万トン 
処理処分量（焼却・埋立量）※   44.7万トン  

H27      市受入量       45万トン 
処理処分量（焼却・埋立量）    42.5万トン  

H32                                                  市受入量    39万トン以下（対ピーク時：△43万トン，△52％） 
                                         処理処分量（焼却・埋立量）   34.5万トン以下（対ピーク時：△42万トン，△55％ ） 

「環境先進都市・京都の更なる進化に向けた今後のごみ減量施策の在り方について（答申）」平成26年10月京都市廃棄物減量等推進審議会（以下「答申」という。） 
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「環境先進都市・京都の更なる進化に向けた今後の
ごみ減量施策の在り方について(答申)」の内容を反映 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本設定（将来の焼却灰量） 

 焼却量等の平成25年度実績値を基準に，答申の内容を反映させて 
 平成32年度の焼却灰量を試算    48,738トン／年 

≪計算方法≫ 
 ① 平成25年度ごみ組成別の焼却量×灰分割合により，焼却灰量（A）を算出した。 
 ② ごみ組成別の焼却量に答申内容を反映し，①と同じように平成32年度焼却灰量（Ｂ）を算出した。 
 ③ ①で得られた計算値（A）と実績値（Ｃ）にかい離があるため，②の計算値（Ｂ）に対して補正を 
   行い，平成32年度焼却灰量（D）を算出した。                               

H25焼却量(万トン) 

可燃物 

紙 15.8  

木竹・わら 1.4  

合成樹脂 5.9  

繊維 2.5  

その他 0.2  

準可燃物 
厨芥 13.6  

その他 2.6  

不燃物 

金属 0.8  

複合アルミ箔 0.4  

ガラス 0.7  

その他 0.6  

計 44.4  

H32焼却量(万トン) 

可燃物 18 .2  

準可燃物 14.0  

金属 0.5  

その他 
不燃物 

1.4  

計 34.2  

灰分割合 
家庭
ごみ 

事業
ごみ 

持込
ごみ 

紙 6.8% 5.5% 6.2% 

木竹・わら 0.4% 1.2% 1.5% 

合成樹脂 2.8% 3.0% 5.9% 

繊維 0.9% 1.6% 4.4% 

その他 4.9% 4.6% 10.4% 

厨芥 10.4% 4.6% 7.5% 

その他 3.5% 3.7% 1.9% 

金属 88.5% 87.9% 100.0% 

ガラス 99.7% 99.6% 99.3% 

その他 73.6% 97.8% 97.3% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(A) Ｈ２５焼却灰量 

  52,485トン（計算値） 
    （うち金属割合15.0％） 
 

(B) Ｈ３２焼却灰量 

  41,877トン（計算値） 

   （うち金属割合14.2％） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(C) Ｈ２５焼却灰量 

  61,084トン（実績値） 
 

(D) Ｈ３２焼却灰量 

  48,738トン（設定値） 

実績ベースで補正 
(B)× (C)÷ (A)＝ (D) 
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東部山間埋立処分地の残余年数の試算 

平成32年度以降の焼却灰量を48,738トン/年，埋立廃棄物の比重を1.17トン/ｍ３として 
 東部山間埋立処分地の残余年数を試算    56.3年（平成26年度を基準年） 
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延命策概要（前回資料のまとめ） 
延命策 概要 延命効果等 

１ 
焼却灰の 
資源化 

セメント 
原料化 

 焼却灰のセメント原料化を行う民間の事業者に処理を委託し，埋立処分量を
削減する。 
 焼却灰には，セメント原料と同様の成分が含まれているため，セメント工場
においてセメント原料の一部として活用される。 
 現時点で，処理委託可能量は，年間1万トンである。 
 民間事業者の意向等により，コストアップや事業中断のリスクがある。 

実施年数 67年間 

（埋立終了時まで） 

延命効果 13.1年 

年間ｺｽﾄ 約3億5千万円/年 

溶融 
スラグ化 

 溶融処理を専門とする民間の事業者に処理を委託し，埋立処分量を削減する。 
 焼却灰を1,500℃以上の高温で溶融し，ゆっくりと冷却固化することによ
り，自然石のようなスラグを生成して，土木資材や建築資材等に利用する。 
 現時点で，処理委託可能量は，年間3千トンから7千トンである。 
 民間事業者の意向等により，コストアップや事業中断のリスクがある。 

実施年数 57～63年間 

（埋立終了時まで） 

延命効果 3.4～8.8年 

年間ｺｽﾄ 約1億5千万円/年 

     ～3億5千万円/年 

人工砂化 
 人口砂化を行う民間の事業者に処理を委託し，埋立処分量を削減する。 
 焼却灰を1,100℃で加熱処理した後，水やセメント等を加えて，人工砂に
加工し，土木資材等に利用する。 

本市の焼却灰を処理できる可
能性のある事業者は無い。 

２ 
焼却灰から 
の鉄分回収 

クリーン 
センターでの 

鉄分回収 

 クリーンセンターの既存の灰出し設備に磁選機・選別機等の鉄分回収設備を

追加整備して，焼却灰中の鉄分を回収・売却・リサイクルする。東北部クリー

ンセンターにおいてのみ可能であり，大規模改修工事において整備し，その後

15年間稼働させる。 

 回収した鉄分の付着灰の除去が重要である。 

実施年数 15年間 

（施設の稼働年数） 

延命効果 0.7～0.8年 

初期投資 約3億1千万円 

年間ｺｽﾄ  約9百万円/年 

埋立処分地 
での鉄分回収

（施設） 

 焼却灰溶融施設の跡地において，焼却灰から鉄分を選別する施設を新たに建
設する。 
 回収した鉄分の付着灰の除去が重要である。 

実施年数 35年間 

（施設の稼働年数） 

延命効果 3.4～4.1年 

初期投資 約28億円 

年間ｺｽﾄ   約2億1千万円/年 

埋立処分地 
での鉄分回収

（重機） 

 建設現場等において，建設リサイクルに活用されているマグネット付移動式
クレーン，自走式スクリーン等の重機を用いた簡易な方法により，埋立現場に
おいて鉄分を回収する。屋外作業のため，完全な粉じん対策は不可能。 

付着灰の除去率が悪いため，
鉄分の相場によっては，売却
できない。 
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延命策 概要 延命効果等 

３ 
ばいじん 
量の削減 

ばいじん発生量
の削減 

 クリーンセンターの排ガス処理における，塩素ガス除去用の消石灰は，集じ
ん設備でばいじんとして排出される。 
 消石灰使用量を可能な範囲で削減する等して，ばいじんの発生量を削減する。 
 排ガス等への影響を確認することが必要である。 

実施年数 26年間 

（施設の稼働年数） 

延命効果 0.1年 

初期投資 約6百万円 

年間ｺｽﾄ 約2百万円/年 

ばいじんの 
山元還元 

 ばいじんに含まれる，亜鉛や銅等の重金属を非鉄金属メーカーの精錬所でリ
サイクル（山元還元）する。 
 精練所に山元還元を委託し，埋立処分量を削減する。 

山元還元を行う精錬所は，遠
方（九州や東北）であり，処
理コストが高額である。 

４ 
新たな 

溶融施設 
の建設 

新たな焼却灰溶
融施設の建設 

 焼却灰溶融施設の跡地において，新たな焼却灰溶融施設を整備する。 
 焼却灰をスラグ化し，土木資材として有効利用することにより，埋立処分量
を削減する。 
 コストは高いが，延命効果は優れている。 
 継続的な溶融スラグの有効活用が重要である。 

実施年数 35年間 

（施設の稼働年数） 

延命効果 20.5～25.9年 

初期投資 約180億円 

（大規模改修工事費を含む） 

年間ｺｽﾄ 約11億4千万円/年 

クリーンセン
ター建替え時の
ガス化溶融炉の
導入 

 将来のクリーンセンターの建替え時において，これまで採用してきたストー
カ炉ではなく，焼却処理から一気にスラグを生成する方式であるガス化溶融炉
を採用する。 
 延命に要する費用は，ストーカ炉とガス化溶融炉の差額となる。 
 ガス化溶融炉の稼働率等を考慮した施設規模，炉数等の設定が必要である。 
 他工場からの焼却灰をあわせて処理することも可能であり，検討が必要。 
 継続的な溶融スラグの有効活用が重要である。 

実施年数 35年間 

（施設の稼働年数） 

延命効果 12.2年 

初期投資 約47億4千万円 

（大規模改修工事費を含む） 

年間ｺｽﾄ 約3億円/年 

５ 
埋立処分地 
の容量増 

高密度化 
埋立工法 

 埋立末期に，既に埋立処分された廃棄物を機械的に締め固め，減容化するこ
とにより，埋立容量を増やす。 
 将来の廃棄物の安定化に与える影響が不明であり，慎重な検討が必要である。 

増加容量 約16～24万ｍ３ 

延命効果 3.8～5.7年 

総事業費 約51億円 

     ～77億円 

埋立処分地の 
嵩上げ 

 埋立終了後の最終的な埋立形状は，山の形に合わせて，安定勾配により積み
上がる計画としているが，土木工事によって急勾配とし，埋立容量を増やす。 
 雨水集排水路及び場内道路等の計画と一体での見直しが必要である。 

増加容量 約66万ｍ３ 

延命効果 14.1年 

総事業費 約7億円 
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１－① 焼却灰のセメント原料化 

☆ 焼却灰には，セメント原料と同様の成分（酸化
カルシウム，二酸化けい素，酸化アルミニウム
等）が含まれており，セメント工場で原料の一
部として活用する。 

☆ 処理価格は，焼却灰の性状により決まる。 
☆ 雨ざらしによる焼却灰中の塩素濃度等の低減に

より，処理価格や処理量が変動する可能性があ
る。 

☆ 近畿地方の事業者（図中１８番）は，年間1万
トンの受入が可能。（ 図中17番は，焼却灰中
の鉄分を除去する設備がないため，受入不可） 

☆ 従来の焼却灰運搬車（8.3トン積）で陸上運送
する。セメント工場まで，100ｋｍ以上の距離
があるため，1日1台当たり1往復とする。 

☆ セメント原料化事業者は，長期に渡り事業を継
続し続けるものとする。 

6 

年間埋立削減容量 実施年数 延命効果 年間埋立削減容量の算出（実施期間の平均） 

8.4千m3/年 67年間 13.1年 セメント原料化委託処理量（最大1万トン）÷比重（1.17） 

年間コスト 金額（税抜） 備考 

処理委託費・運搬費 約3億5千万円/年 処理委託費（26,000円/トン），運搬費（9,000円/トン） 

平成25年4月1日現在 
セメント協会HPより 



１－② 焼却灰の溶融スラグ化 

☆ 焼却灰の溶融処理を専門とする業者に処理を委託する。 
  焼却灰を1,500℃以上の高温で溶融し，ゆっくり冷却固化すること 
  により自然石のようなスラグを生成して，土木資材等に利用する。 
☆ 雨ざらしによる効果については，セメント原料化と同様である。 
☆ 搬送可能な溶融スラグ化事業者（名古屋市）を対象として調査した。 
 ① ばいじんも受入可能である。 
 ② 焼却灰中の鉄分等も回収でき，現状のまま受入可能である。  
 ③ 受入れ可能量は，年間3千～7千トンである。 

☆ 全クリーンセンターの主灰及びばいじんを対象とする。 
☆ 溶融スラグ化の工場へは，従来の焼却灰運搬車（8.3トン積）で陸上運送する。溶融スラグ化の工場は，

100ｋｍ以上の距離があり，運搬に時間を要することから，1日1台当たり1往復とする。 
☆ 溶融スラグ化の工場の受入能力が年間３千～7千トンであるため，各クリーンセンターからは，1日当

たり１～２台分を溶融スラグ化の工場に搬入し，残りは，東部山間埋立処分地に搬入する。 
☆ 溶融スラグ化事業者は，長期に渡り事業を継続し続けるものとする。 

年間埋立削減容量 実施年数 延命効果 年間埋立削減容量の算出（実施期間の平均） 

2.6千m3～6.0千ｍ3/年 57～63年間 3.4～8.8年 溶融ｽﾗｸﾞ化委託処理量（最大7千トン）÷比重（1.17） 

年間コスト 金額（税抜） 備考 

処理委託費・運搬費 
約1億5千万円/年 
～3億5千万円/年 

処理委託費（41,000円/トン），運搬費（9,000円/トン） 

スラグ利用例      
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２ 焼却灰からの鉄分回収 

埋立処分地 
で回収 

クリーンセンター 
内で回収 

破砕機       磁選機       選別機       

鉄分       焼却灰       

リフティングマグネット       移動式トロンメル（選別）       

☆ クリーンセンターから排出される焼却灰 
  には，容積にして約１０％の鉄分が含 
  まれており，磁力を用いて鉄分を回収・ 
  売却・リサイクルすることにより埋立処 
  分量を削減する。 
☆ 有価物として売却するには，付着した灰 
  の除去が重要。 
☆ 回収方法は，3パターンが考えられる。  
 ①  クリーンセンターに鉄分回収設備を整備 
 ②  処分地内に新たな鉄分回収施設を整備 
 ③  埋立現場で重機等を活用し回収（環境対 
  策や付着灰の除去能力により実施困難） 

0  

10,000  

20,000  

30,000  

40,000  

50,000  

60,000  

70,000  

80,000  
鉄スクラップの価格変動と本市鉄分売却実績 

    鉄スクラップ価格 
（日本鉄リサイクル工業会） 
 

    鉄分売却実績価格 

円／トン 

8 



２－①クリーンセンターでの鉄分回収 
☆ 鉄分回収設備の整備には，設置に必要なスペースと焼却処理を中止しての改修工事期間の確保が必要。 
  大規模改修工事の計画があり，回収した鉄分を貯留・搬出できる機能（休止中）を有する東北部 
  クリーンセンターを対象とする。実施期間は，大規模改修後の15年間とする。 

年間埋立削減容量 実施年数 延命効果 年間埋立削減容量の算出 

1.9千m3～2.3千ｍ3/年 15年間 0.7～0.8年 焼却灰量×鉄分割合÷比重×回収率（80～95%） 

費目 金額（税抜） 備考 

初期投資 約3億1千万円 改修及び新設設備に要する費用（プラントメーカーの見積りより算出） 

年間コスト 約９百万円/年 
点検整備費用（初期投資の3％）の増加，売電収入の減 
鉄分売却収入（実績単価1,790円/トン），灰の運搬費用の減 

9 

☆ 新たな鉄分回収設備を備えた施設を整備。 
☆ 鉄分回収の実施期間は，施設の稼働期間とし，35年間と設定。 
☆ 搬入する全クリーンセンターの焼却灰から鉄分を回収。回収した鉄分は売却。分離した灰の再搬が必要。 

年間埋立削減容量 実施年数 延命効果 年間埋立削減容量の算出 

4.2千m3～5.0千m3/年 35年間 3.4～4.1年 焼却灰量×鉄分割合÷比重×回収率（80～95%） 

費目 金額（税抜） 備考 

初期投資 約28億円 
焼却灰溶融施設の建設工事費を基に算出（プラント設備工事費は，必要設備を
ピックアップし，処理能力比で算出。建築及び建築設備は容積比から算出） 

年間コスト 約2億1千万円/年 
運転委託費（積算），点検整備費用（初期投資の3％），維持管理経費（本市リ
サイクル施設の実績），鉄分売却収入（実績単価1,790円/トン） 

２－②埋立処分地での鉄分回収（施設） 



３ ばいじん発生量の削減 
☆ クリーンセンターの排ガス処理設備では，ごみ焼却に伴って発生する酸性排ガスを除去するために，集

じん設備（バグフィルタ）に消石灰を吹き込んでいる。消石灰の使用量を減らし，結果としてバグフィ
ルタで捕集されるばいじんの発生量を低減，埋立処分量を削減する。 

☆ 大きな削減効果を求めることはできないが，既存設備の大規模な改造なしに，取り組むことができる。 
☆ バグフィルタへの影響や酸性排ガスの除去効果等の検証が必要である。 

バ
グ
フ
ィ
ル
タ 

湿
式
ガ
ス
洗
浄
装
置 消石灰 苛性ソーダ 

バグフィルタ入口 
塩化水素濃度 
・設計値 800ppm 
・実験前 200ppm 
・実験中 200ppm 

湿式ガス洗浄装置 
出口塩化水素濃度 
・設計値 10ppm 
・実験前  0ppm 
・実験中  0ppm 

苛性ソーダ使用量
（24％） 

・設計値 3,772L/日 
・実験前   372L/日 
・実験中   801L/日 

バグフィルタ出口 
塩化水素濃度 
・設計値 400ppm 
・実験前  33ppm 
・実験中  78ppm 

消石灰使用量 
・設計値 1,598kg/日 
・実験前 1,088kg/日 
・実験中   720kg/日 

平成25年度 北部ＣＣ消石灰低減実験 

年間埋立削減容量 実施年数 延命効果 年間埋立削減容量の算出 

～0.2千ｍ３/年 26年間 0.1年 消石灰削減量×消石灰の化学反応による重量増加係数(1.47)÷ばいじん比重(1.26) 

費目 金額（税抜） 備考 

初期投資 約6百万円 北部クリーンセンター消石灰切出し装置(３基分)改造費 

年間コスト 約2百万円/年 消石灰等薬品費の削減，代替薬剤費の増，運搬経費の削減 

10 



４－① 新たな焼却灰溶融施設の建設 

☆ 新たな焼却灰溶融施設を整備する。 
☆ 運転サイクルは，90日間稼働した後，30日間整備を行うものとし，将来の焼却灰量設定に基づき， 
  施設規模を200トン/日とする。 
☆ 稼働年数は，クリーンセンターと同様に竣工後35年間稼働するもとのする。 
☆ 溶融処理によって排出される鉄分，アルミ及びスラグは全量売却するものとする。 

年間埋立削減容量 実施年数 延命効果 年間埋立削減容量の算出 

25.1千m3～31.8千m3/年 35年間 20.5～25.9年 
焼却灰量と各生成物の発生割合及び比重から，溶融処理後 
の生成物の容量を算出し，スラグを50％～100％売却す 
るとして算出 

費目 金額（税抜） 備考 

初期投資 約180億円 
（大規模改修工事費を含む） 

焼却灰溶融施設の建設工事費を基に算出（プラント設備工事費は，必要設備を
ピックアップし，処理能力比で算出。建築及び建築設備は容積比から算出） 

年間コスト 約11億4千万円/年 
運転委託費（積算），点検整備費用（建設工事費の3％），維持管理経費（本
市リサイクル施設の実績），鉄分売却収入（実績単価1,790円/トン） 

＜焼却灰溶融施設のフロー＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

焼却灰 前処理設備 溶融設備 排ガス処理設備 排ガス 

アルミ類 鉄分 
その他 
選別物 スラグ メタル 溶融飛灰 汚泥 

：売却 

：埋立 
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コークス・石灰石 

廃棄物 

可燃性ガス 

スラグ・メタル 

流動化層 
（余熱・熱分解帯） 

高温燃焼帯 
（溶融帯） 

主羽口 

ストーカ炉 シャフト式ガス化溶融炉 

※ごみを加熱し熱分解した後，発生するガスを燃
焼させ，1つのプロセスの中で灰の溶融までを行
う方式。 
「ごみ⇒ 焼却炉 ⇒焼却灰⇒ 灰溶融炉 ⇒スラグ」
ではなく「ごみ⇒ガス化溶融炉⇒スラグ」の処理
フローとなる。 
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４－② クリーンセンター建替え時のガス化溶融炉の導入 

☆ 将来のクリーンセンターの整備において，
これまで採用してきたストーカ式焼却炉
ではなく，ガス化溶融炉※を導入し，生
成するスラグを土木資材等として活用す
ることにより埋立処分量を削減する。 

☆ 次に耐用年数を迎える，東北部クリーン
センターの代替施設をガス化溶融炉と設
定し， 35年間稼働するもとのする。 

年間埋立削減容量 実施年数 延命効果 年間埋立削減容量の算出 

15千m3/年 35年間 12.2年 
焼却処理量に対して，他都市のガス化溶融炉の物質収支を参考として，スラグ及びメタ 
ルの生成量を算出し，スラグ及びメタル等を全量売却するものとして算出した。 

費目 金額（税抜） 備考 

初期投資 約47億4千万円 
（大規模改修工事費を含む） 

ガス化溶融施炉（シャフト炉で3炉以上）とストーカ炉（政令指定都市等
の大規模施設）の他都市の契約実績から建設費の差額を算出 

年間コスト 約3億円/年 
ガス化溶融炉（シャフト炉）とストーカ炉（政令指定都市等の大規模施
設）の他都市の実績から運転経費，定期点検整備費等の差額を算出 

ごみ 

排ガス 

二次空気 

バーナ 

灰出しコンベヤ 

ストーカ 

燃焼空気 



４－② ガス化溶融炉の導入時の定期点検 

☆ ガス化溶融炉導入時の定期点検シミュレーション 

 （参考）平成26年度 定期点検計画 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

東北部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 1号炉

代替施設 2号炉

（ガス化溶融炉） 3号炉

北部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 1号炉

（ストーカ炉） 2号炉

1号炉

2号炉

南部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
第二工場

（ストーカ炉）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

東北部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 1号炉

（350トン×2炉） 2号炉

北部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 1号炉

（200トン×2炉） 2号炉

1号炉

2号炉

南部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
第一工場

（300トン×2炉）
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５－① 高密度化埋立工法 
☆ 埋立処分された廃棄物地盤を締固め，減容化する方法である。方法には，載荷重工法，静的圧縮工法， 
  切返し転圧工法，バイブロタンパ，動圧密工法などの方法がある。 

① 埋立基本計画の最終埋立形状の平面部分を対象とする。（埋立面積－勾配部分面積⇒約2０万ｍ2） 
② 周辺道路への影響等を考慮し，高密度化埋立工法の実施面積は対象面積の８０％とする。 
③ 減容効果は，面積に対して，施工実績より１.0～1.5ｍ厚さの減容効果が得られるものとする。 

＜他都市での施工状況＞ 

実施面積 増加容量 総事業費 延命効果 

1６万ｍ２ 約16万ｍ３～24万ｍ３ 約51億～77億円 3.8～5.7年 

＜参考 静的圧縮工法施工要領図＞ 第14回廃棄物学会研究発表会講演論文集2003より 
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５－② 埋立処分地の嵩上げ工法 
☆ 最終的な埋立形状を工夫し，埋立容量を増やす。嵩上げ工法を導入した場合に，増加可能な容量を 
  埋立処分地の埋立基本計画の最終埋立形状を基に試算する。 
☆ 最終埋立形状の変更は，跡地利用計画や雨水集排水路及び周辺道路等の計画と一体での見直しが必要 
  である。 
☆ 最終埋立形状には，土砂等の盛土安定勾配を採用しているが，今回の検討において，補強土工法を 
  検討した。 
☆ 浸出水漏洩防止等のために，現行計画のポイントの詳細なチェックが必要 
   ① 埋立地周辺道路・水路の高さに対して，近傍の埋立高さが上回らないこと 
   ② 3号沢上流において，埋立高さが稜線の最低地下水位を上回らないこと 
  
 ・ 現計画の勾配      １：2.0 
 ・ 補強土工法       １：0.3 
 
  

増加容量 総事業費 延命効果 

約66万ｍ３ 約7億円 14.1年 

（イメージ図） 

5ｍ 

10ｍ 10ｍ 40ｍ 現計画 

計画案 40ｍ 40ｍ 
1.5ｍ 1.5ｍ 

現計画 
計画案 
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１年延命に掛かる費用 

1,790 

2,515 

561 

2,476 

3,124 

580 

2,236 

1,249 
1,351 

50 

0  

500  

1,000  

1,500  

2,000  

2,500  

3,000  

3,500  

費用 

百万円 

16 ※延命効果が最も大きい場合の費用を表示 


